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第８次八潮市障がい者行動計画・第７期八潮市障がい福祉計画

（案）に対するご意見と市の対応 
 

 

１ 意見募集期間 

  令和５年１１月２２日から１２月２１日まで（3０日間） 

２ 意見提出者数・件数 提出者数 １人 

            提出件数 ８件 

３ 意見と市の考え方 

反映の区分 

Ａ：意見を反映し、案を修正する（した）  ０件 

Ｂ：すでに案で対応している  ４件 

Ｃ：案の修正はしないが、実施段階で参考としていく。 ２件 

Ｄ：意見を反映できなかった（しない）   ２件 

Ｅ：その他  ０件 

 

意見番号 

計画案のページ 
ご意見の要旨 市の対応・考え方 

反映 

区分 

意見１ 

掲載ページなし 

 計画のいずれかのところ

で「高次脳機能障害(若年性

認知症)のある障害者等に

対する支援体制の充実」と

いった施策を位置づけて下

さい。 

 

 計画案の P５で、計画の対象

「障がい者の範囲」として、高次

脳機能障がいのある人も、精神

障がい者として計画の施策の対

象としています。 

 また、若年性認知症について

は、明記しておりませんが、精神

障がい者に含まれます。 

 記載については、計画案のと

おりとさせていただきます。 

B 

意見２ 

Ｐ６６ 

事業番号 7７ 

「自立訓練の充

実」 

 八潮市内で「自立訓練・

(機能訓練)」ができる体制

を整備していくことについ

て計画に記してください。 

 自立訓練（機能訓練）の利用者

数及び事業所数は、全国的に低

い水準のまま推移しており、現

在、国では、自立訓練（機能訓練）

の課題を整理し、支給決定の更

新の弾力化や提供主体の拡充な

どについて議論されています。 

今後につきましても、こうし

Ｄ 
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た動向も注視してまいります。 

記載については、計画案のと

おりとさせていただきます。 

意見３ 

Ｐ９５ 

（２）精神障が

いにも対応した

地域包括ケアシ

ステムの構築 

「精神障がいにも対応した

地域包括ケアシステムの構

築」という記載を「精神障

がい(発達障がい及び高次

脳機能障がいを含む。)にも

対応した地域包括ケアシス

テムの構築」に直して下さ

い。 

計画の対象「障がい者の範囲」

において、発達障がい、高次脳機

能障がいのある人も障がい者と

して施策の対象としておりま

す。 

記載については、計画案のと

おりとさせていただきます。 

B 

意見４ 

Ｐ９６ 

（３）地域生活

支援の充実 

 「強度行動障がい者に対

する支援体制の整備」とあ

りますが、強度行動障害者

だけでなく、高次脳機能

障害(若年性認知症)も事業

の対象であると記して下さ

い。 

 障がい福祉計画では、国の基

本指針に基づき、定めることが

示されている施策についての数

値目標等を設定しております。 

記載については、計画案のと

おりとさせていただきます。 

D 

意見５ 

Ｐ９７ 

（４）福祉施設

から一般就労へ

の移行等 

 「就労中の就労系障害福

祉サービスの一時利用」に

ついて、中途障害である高

次脳機能障害（若年性認知

症）の方が利用できると思

いますので、このような施

策があることを明記して下

さい。 

また、休職中の障がい者

の方が職場復帰を目指すた

め、就労系福祉サービスを

利用する場合「休職中の障

がい者が現在の企業で復職

支援が困難であり、就労移

行支援 （または就労継続 B

型）を利用することで復職

することが可能となると判

断していることを企業が証

明する書類」また「就労移

行支援を利用することで復

 高次脳機能障がいの方の就労

中の就労系障がい福祉サービス

の一時利用については、窓口で

配布するサービスの案内などで

周知するとともに、個別にご相

談をいただく中で、情報提供し

てまいりますので、記載につい

ては、計画案のとおりとさせて

いただきます 

 また、就労系障がい福祉サー

ビスの休職期間中の利用につい

ては、国のＱ＆Ａにおいて、休職

者を雇用する企業及び主治医

が、復職に関する支援を受ける

ことにより復職することが適当

と判断していることを確認する

ことが求められております。そ

の確認においては、客観的な資

料として、証明する書類を求め

ることが合理的であると考えて

Ｃ 
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職することが可能となると

判断していることを医師が

証明する書類」の提出が求

められると思いますが、そ

れらを廃止するなど、手続

きの簡略化についてもご検

討下さい。 

おります。 

 

 

意見６ 

P9９ 

（５）障がい児

支援の提供体制

の整備等 

 強度行動障害や高次脳機

能障害を有する障害児に対

する支援について施策を記

して下さい。 

 計画の対象「障がい者の範囲」

において、高次脳機能障がいの

ある人も障がい者として施策の

対象としており、Ｐ6８の基本目

標３「障がい児の健やかな育成

を支援する体制の充実」に掲げ

る施策には、強度行動障がいや

高次脳機能障がいを有する児童

も含んでおります。 

記載については、計画案のと

おりとさせていただきます。 

Ｂ 

意見７ 

P１００ 

（６）相談支援

体制の充実・強

化等 

 

 

 

「市内の介護保険事業所

に対しても特定相談支援事

業所の指定を促す」だけで

なく、「高次脳機能障害のあ

る人や若年性認知症の人に

対する相談体制の充実」と

して、介護保険関係者との

連携や、以下のような事業

を展開すると計画に記して

下さい。 

高次脳機能障害のある人

や若年性認知症の人に対

し、各種障害福祉サービス

や相談窓口等についての情

報を提供するとともに、家

族に対する相談支援体制の

充実を図ります。 

また、高次脳機能障害や

若年性認知症について、行

政や民間の相談窓口従事者

高次脳機能障がいのある人や

若年性認知症の人や家族に対す

る相談体制としては、Ｐ5３の基

本方針２「保健・医療・福祉分野

の連携体制の強化」に掲げる③

「福祉サービスの充実」の施策

において、介護保険関係者を含

めた関係機関との連携を強化

し、切れ目のない支援の充実に

努めることとしています。 

また、各種障がい福祉サービ

スや相談窓口等の情報提供につ

いては、Ｐ８９からＰ９０の基

本方針２「相談支援提供体制の

充実・強化」で掲げる施策①「総

合相談体制の充実」において、相

談支援事業所や総合相談窓口等

における相談体制の強化を図る

こととしています。 

さらに、講演会や研修の実施

Ｂ 
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等を対象とした講演会や研

修を充実し、資質の向上を

図ります。  

については、Ｐ１００の「基幹相

談支援センターによる人材育成

の支援件数」として目標を設定

し、市内事業者向けの研修会の

開催を検討します。市の職員に

ついては、Ｐ１０１の「県が実施

する障がい福祉サービス等に係

る研修その他の研修への参加人

数」として参加人数の目標値を

設定し、高次脳機能障がいなど

の研修に積極的に受講し、資質

の向上に取り組んでまいりま

す。 

記載については、計画案のと

おりとさせていただきます。 

意見８ 

P１０８、 

P１１０、 

P１１１ 

「生活介護」、「短期入所

(福祉型、医療型)」、「共同生

活援助」について、特に記

載しないとか、重度障害者

と一括りにするとかをせ

ず、高次脳機能障害（若年

性認知症）の方の利用者数

についても見込みを記して

下さい。 

 高次脳機能障がいや若年性認

知症の方の利用者数の見込みに

ついては、まずは実人数の把握

について検討してまいります。 

 記載については、計画案のと

おりとさせていただきます。 

Ｃ 

 


